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投資主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素は、グローバル・ワン不動産投資法人及びグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社に関

しまして、格別のご高配を賜りまして、厚く御礼申し上げます。

本投資法人は、この度、第4期（平成17年9月期）の決算が終了いたしましたので、ここに第4期の運用
の概況と決算につきましてご報告申し上げます。

第4期は、営業収益2,688百万円、経常利益1,159百万円となり、当期純利益1,158百万円を計上いたしま
した。この結果、分配金につきましては、投資口1口当たり15,170円とさせていただくことになりました。

今後とも中長期的な観点から運用資産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行って参
ります。

投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますよう何卒宜しくお願い
申し上げます。

グローバル・ワン不動産投資法人

執行役員 北島 洋一郎
（写真　右）

グローバル・ワン不動産投資法人

執行役員 勝本 杉雄
（写真　左）

グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社

代表取締役社長 山内 正教
（写真　中央）
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ø. 投 資 法 人 の 概 要

1. 決 算 ハ イ ラ イ ト

運用状況

（注）第1期の計算期間は平成15年4月16日から平成16年3月31日ですが、実質的な資産運用期間は平成15年9月26日からの188
日です。第2期以降は6ヶ月毎の決算を行っております。
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第1期
自平成15年 4 月16日
至平成16年 3 月31日

第2期
自平成16年 4 月 1 日
至平成16年 9 月30日

営業収益（百万円）

営業利益（百万円）

経常利益（百万円）

当期純利益（百万円）

2,243

1,176

879

877

2,534

1,194

908

907

第3期
自平成16年10月 1 日
至平成17年 3 月31日

3,117

1,894

1,658

1,657

第4期
自平成17年 4 月 1 日
至平成17年 9 月30日

2,688

1,350

1,159

1,158

分配状況

（注）「配当性向」及び「純資産配当率」については小数点第1位未満を切捨てにより表示しております。

第1期
自平成15年 4 月16日
至平成16年 3 月31日

第2期
自平成16年 4 月 1 日
至平成16年 9 月30日

1口当たり分配金（利益超過分を含まない）（円）

分配金総額（百万円）

1口当たり利益超過分配金

利益超過分配金総額

配当性向（％）

純資産配当率（％）

18,124

877

―

―

99.9

3.6

18,759

907

―

―

99.9

3.6

第3期
自平成16年10月 1 日
至平成17年 3 月31日

21,693

1,657

―

―

99.9

4.5

第4期
自平成17年 4 月 1 日
至平成17年 9 月30日

15,170

1,158

―

―

100.0

2.4

2. 投 資 法 人 の 仕 組 み （平成17年9月30日現在）

投 資 主 総 会�

投 資 法 人 �

金融機関�

資産保管会社�
一般事務受託会社�

三菱信託銀行�（注）�
不動産管理会社�

東京証券取引所�

投 資 家�
資産運用会社�

投 資 家�

分配金�

投資口�
売買�

売買�
出　資�

借入�

賃料等�

管理委託�指図�

投資�

資産運用委託�

保有不動産�

金利支払等�

資産保管業務委託　一般事務委託�

不動産管理�

投 資 家�役　員　会�

（注）三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更して
おります。



ø. 投 資 法 人 の 概 要

3. 投 資 口 の 状 況
◆投資口価格の動き

３，０００�

平成１５年９月２５日� 平成１６年３月末� 平成１６年９月末� 平成１７年９月末�平成１７年３月末�

（注）投資口価格は、終値ベースで記載しております。�

出
来
高（
口
）�

９００，０００�

１,０００，０００�

投
資
口
価
格（
円
）�

２，５００�

８００，０００�２，０００�

７００，０００�１，５００�

６００，０００�１，０００�

５００，０００�５００�

４００，０００�０�

出来高（口）� 平成１７年９月３０日現在�
　上場来高値　９４４，０００円（取引値）（平成１７年９月２８日）�
　上場来安値　４９４，０００円（取引値）（平成１５年９月２５日）�

投資口価格（円）�

◆所有者別投資主数（平成17年9月30日現在）

２０％� ４０％� ６０％� ８０％�

所有者別投資口数�
合計　７６，４００口�

所有者別投資主数�
合計　７.６６３人�

０％� １００％�

（注）比率は、小数点第2位未満を切捨てております。�

個人その他�
１８,０２２口�
（２３.５８％）�

金融機関（証券会社含む）�
５０,９１０口�
（６６.６３％）�

その他の国内法人�
４,３２４口�
（５.６５％）�

外国法人・個人�
３,１４４口�
（４.１１％）�

個人その他�
７,２８９人�
（９５.１１％）�

金融機関（証券会社含む）�
１６３人�
（２.１２％）�

その他の国内法人�
１７６人�
（２.２９％）�

外国法人・個人�
３５人�

（０．４５％）�

所有形態 延床面積
（fl）

物件名
（所在）

総賃貸可能面積
（fl）

竣工年 取得価額
（百万円）

投資比率

4. ポ ー ト フ ォ リ オ の 概 要（平成17年9月30日現在）

（注1）「延床面積」は、所有形態にかかわらず、建物全体の面積を記載しております。
（注2）「総賃貸可能面積」は、投資対象面積を記載しております。
（注3）「取得価額」は、当該不動産関連資産の取得に要した諸費用（売買手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等

に記載された売買価額）をいい、百万円未満を切捨てしております。
（注4）「投資比率」とは、取得価額の総額に対する当該不動産関連資産の取得価額の比率をいい、小数点第2位を四捨五入してお

ります。
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大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区大手町）

区分所有権
（信託受益権）

銀座ファーストビル
（東京都中央区銀座）

区分所有権
（信託受益権）

スフィアタワー天王洲
（東京都品川区東品川）

所有権
（信託受益権）

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市中村区）

所有権
（信託受益権）

合　　　　　計

141,228.06

12,479.45

47,151.72

27,152.49

228,011.72

8,171.37

7,841.72

26,632.74

18,564.06

平成4年

平成10年

平成5年

平成5年

23,495

12,282

18,082

16,852

33.2％

17.4％

25.6％

23.8％

61,209.89 70,711 100.0％
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外苑
前駅
�

青山
一丁
目駅
�

大江戸線�

銀座
線�

半蔵
門線
�

赤坂御用地�

青山
通り
�

神宮外苑�
テニスクラブ�

秩父宮�
ラグビー場� 青山�

ツインビル�

赤坂
図書
館�

い
ち
ょ
う
並
木�

外
苑
東
通り�

青山運動場�

青山霊園�

青山小学校�

ホンダ�
青山ビル�

TK南青山ビル周辺図

TK MINAMIAOYAMA BLDG.
TK南青山ビル

所在地（住居表示） 東京都港区南青山二丁目6番21号

所　有　形　態 土地：所有権　　建物：所有権

延　床　面　積 20,958.79fl

総賃貸可能面積 14,012.64fl

建　築　時　期 平成15年

地 域 特 性

本物件の所在する「青山ゾーン」
は、国内外のブランドショップ
が集積する日本を代表する商業
ゾーンとしての特徴を持ち、オ
フィスビル立地の観点において
も、「青山」という地区のブラン
ド性を評価し、その立地に固執
するテナントの根強いニーズが
あり、その地区ポテンシャルが
高い地域です。
また、本物件は地下鉄３線（東
京メトロ銀座線、半蔵門線及び
都営大江戸線）が乗り入れる
「青山一丁目駅」から徒歩２分、
東京メトロ銀座線「外苑前駅」
から徒歩４分の位置にあり、交
通利便性に優れています。

第5期取得物件
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�

パレスホテル�

半蔵門線�

三田線�

桔
梗
壕�

丸
ノ
内
線�

行幸通り�

東西線�

皇
居
東
御
苑�

日
比
谷
通
り�

千
代
田
線�

東
京
駅�

東
北
上
越
新
幹
線�

J�
R
山
手
線�

JR東京駅�

大
手
町
駅�

大
手
町
駅�

行幸通り�

大手門�

丸ビル�

大手町ファーストスクエア周辺図

OTEMACHI FIRST SQUARE
大手町ファーストスクエア

ø. 投 資 法 人 の 概 要

所在地（住居表示） 東京都千代田区大手町一丁目5番1号

所　有　形　態 土地：所有権 建物：区分所有権（一部共有）

延　床　面　積 141,228.06fl（注）

総賃貸可能面積 8,171.37fl

建　築　時　期 平成4年

（注）延床面積は建物全体の面積を記載

地 域 特 性

本物件の所在する「丸の内・大手町ゾー

ン」は業務地区としての歴史や特性を活

かした都市景観が形成されているととも

に、世界都市東京の中心にふさわしい国

際業務センターとして我が国の代表的な

ビジネス拠点を形成しております。

国内外の優良企業の本社等オフィスが集

積し、オフィスビルの立地ポテンシャル

が高い地域です。

また、本物件は、首都の玄関であるJR

「東京駅」に加えて、地下鉄5線（丸ノ内

線、東西線、千代田線、半蔵門線及び三

田線）が乗り入れる「大手町駅」に直結

しており、交通利便性に優れています。

第4期末保有物件
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三越�

松屋�

メルサ�

日
比
谷
線
�

有
楽
町
線
�

東
銀
座
駅

銀
座
駅

銀
座
一
丁
目
駅

浅
草
線�

銀
座
線�

中
央
通
り�

昭
和
通
り�

有楽町駅

J
R有
楽
町
駅

丸
ノ
内
線�

東京高速道路�

マリオン�
プランタン�

ホテル西洋�
銀座�

銀座ファーストビル周辺図

GINZA FIRST BLDG.
銀座ファーストビル

所在地（住居表示） 東京都中央区銀座一丁目10番6号

所　有　形　態 土地：敷地権（所有権の共有持分） 建物：区分所有権

延　床　面　積 12,479.45fl（注）

総賃貸可能面積 7,841.72fl

建　築　時　期 平成10年

（注） 延床面積は建物全体の面積を記載

地 域 特 性

本物件の所在する「銀座ゾーン」は、古

くから我が国を代表する商業地区として

広く認知されていますが、近年は海外一

流ブランドショップの集積に伴い、新た

な魅力が国内外に発信されるようになっ

ており、伝統と革新性が共存する稀有な

地域となっています。

また、地域内にJR2線と地下鉄5線が乗り

入れ、東京駅・羽田空港へのアクセスも

良いことから、都心部の中でも屈指の交

通至便な場所となっています。そのため、

広告・出版業などブランドイメージの強

い立地に惹かれる企業を中心に、根強い

ビジネスニーズを有する地域となってい

ます。

第4期末保有物件



ø. 投 資 法 人 の 概 要
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東
海
道
貨
物
支
線�

天王
洲運
河�

海岸
通り
�
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海
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通
り�

東京海洋大学�

テレビ東京�

東京�
MIビル�

東
京
モ
ノ
レ
ー
ル�首

都
高
速
1
号�

天
王
洲
ア
イ
ル
駅�

シーフォート�
スクエア�

り
ん
か
い
線
�

天
王
洲
公
園�

天
王
洲
ア
イ
ル
駅�

　　天王洲�
郵船ビル�

　　天王洲�
パークサイドビル�

寺田倉庫�
本社�

J
A
L
ビ
ル�

スフィアタワー天王洲周辺図

SPHERE TOWER TENNOZ
スフィアタワー天王洲

地 域 特 性

本物件の所在する「品川・天王洲ゾーン」は、東

京モノレール線「天王洲アイル駅」周辺に1990年

代に竣工した超高層のオフィスビルやホテル、商

業施設等が集積し、東京都内でも比較的新しいオ

フィスエリアである天王洲地区を中心に構成され

ています。テナント構成としては、外資系企業や

IT関連企業、航空関連企業が中心となっています。

平成13年3月には「新木場駅」と「天王洲アイル駅」

を結ぶ東京臨海高速鉄道りんかい線が開通し、千

葉方面へのアクセスが向上しました。また、平成

14年12月には同線が「大崎駅」まで延長すると同

時に、「大崎駅」でJR埼京線との相互乗り入れが可

能となり、当該地域から、渋谷や新宿、さいたま

方面へのアクセスも向上しています。

近年、当該地域から他エリアへの交通の利便性は

高まっているといえます。

所在地（住居表示） 東京都品川区東品川二丁目2番8号

所　有　形　態 土地：所有権　　建物：所有権（一部共有）

延　床　面　積 47,151.72fl（注）

総賃貸可能面積 26,632.74fl

建　築　時　期 平成5年

（注）延床面積は建物全体の面積を記載

第4期末保有物件
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東
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屋
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名
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ユニモー
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街）�

地下鉄桜
通線�

近鉄新名古屋ビル周辺図

KINTETSU SHINNAGOYA BLDG.
近鉄新名古屋ビル

所在地（住居表示） 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目5番28号

所　有　形　態 土地：所有権（一部借地権） 建物：所有権

延　床　面　積 27,152.49fl

総賃貸可能面積 18,564.06fl

建　築　時　期 平成5年

地 域 特 性

本物件の所在する「名駅ゾーン」は東京圏、関

西圏に次ぐ我が国３大都市圏の一つである中部

圏の玄関口JR「名古屋駅」正面（東側）に位置

し、JR東海道本線、中央線、関西線だけでなく

新幹線、地下鉄、名鉄、近鉄のターミナル駅が

集中し、かつ道路環境にも優れた交通至便の地

区です。

広域的な交通の利便性に優れているため、営業

上の拠点として企業の立地選好の傾向が強く、

また従来から一部上場の企業群を中心とした業

務集積性の高い地域でもあります。当該ゾーン

では「桜通」、「錦通」、「広小路通」といった大通沿

いにビルが建ち並び、優良企業が求めるオフィ

ス使用面積は相対的に大きくなるため延床面積

規模の大きな物件が多い地域であるといえます。

第4期末保有物件
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5. 投 資 法 人 の 特 色

ø. 投 資 法 人 の 概 要

本投資法人は、3大都市圏（首都圏、中部圏及び近畿圏）の主要都市及び3大都市圏以外の政
令指定都市に立地する主たる用途がオフィスである建物及びその敷地から構成される不動産並
びにかかる不動産を裏付けとする有価証券及び信託受益権その他の不動産関連資産に対して主
として投資を行い、中長期的な観点から、運用資産の着実な成長と安定した収益の確保を目指
して運用を行います。
本投資法人の資産の運用に係る業務について、本投資法人は、平成17年9月30日現在、投信法

第198条に基づき投資信託委託業者たるグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社（以下
「資産運用会社」といいます。）に全て委託しています。

6. ポ ー ト フ ォ リ オ 戦 略

∏基本方針
本投資法人は、不動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主の最大利益」

を最終目的とし、資産運用を行います。

πポートフォリオの構築
本投資法人は、以下の項目に重点を置き、投資対象不動産を厳選したうえでポートフォリ

オを構築していきます。

A長期的資産価値の維持
オフィスビルのクオリティの優劣による二極化が今後も進展すると予想されることから、

一定期間経過後も投資家の投資需要を誘引する魅力のある不動産関連資産への投資を行うこ
とが重要であると認識しております。そのために、近（立地の優れた物件）・新（築年数の
浅い物件）・大（大型の物件）の3要素を重視したうえで、マーケットにおける優位性を持っ
た中長期的競争力の高い優良不動産関連資産を慎重に選定して投資を行います。

B安定賃料収入の確保
緩やかな景気回復局面に入り、賃貸オフィス市場にも明るさが見え始めていますが、引き

続き市場動向を注視していく必要があると考えております。このような状況下、キャッシ
ュ・フロー（賃料収入）について中長期的安定度が高いと見込まれることに加えて、取得時
点において、当面2年程度のキャッシュ・フローの確実性の高い賃貸借契約が締結されてい
る不動産関連資産であれば、優先的に投資対象として検討します。

∫運用資産のクオリティと成長スピード
本投資法人は、成長スピードにのみ目を奪われ「投資主の利益」を損なうような不動産関

連資産への投資を行うことがないように細心の注意を払いつつ、運用資産のクオリティと成
長スピードをバランス良く両立させるべく、中長期保有を前提として不動産関連資産を取得
して参ります。ただし、当該不動産関連資産の取得後において、不動産市況、当該不動産関
連資産の特性及びポートフォリオの状況等を検討し、売却好機と判断すれば当該不動産関連
資産の売却を行う場合もあります。
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7. 総 賃 貸 可 能 面 積 と 稼 働 率

8. ポ ー ト フ ォ リ オ の 特 徴 （平成17年9月30日現在）

７０，０００ 

総
賃
貸
可
能
面
積（
fl
） 

稼
働
率（
％
） 

６５，０００ 

６０，０００ 

５５，０００ 

５０，０００ 

４５，０００ 

４０，０００ 

１００.０ 

９５.０ 

９０.０ 

８５.０ 

８０.０ 

７５.０ 

７０.０ 

総賃貸可能面積（fl） 
稼働率（％） 

平成１６年１０月末 １１月末 １２月末 平成１７年１月末 ２月末 ４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 ３月末 

物件数年月 テナント数（注1） 総賃貸可能面積（fl） 稼働率（％）（注2）
平成16年10月末

11月末
12月末

平成17年1月末
2月末
3月末
4月末
5月末
6月末
7月末
8月末
9月末

3
3
3
3
3
4
4
4
4
4
4
4

60
60
61
61
61
66
66
64
64
64
65
66

53,364.27
53,364.27
53,368.17（注3）
53,368.17
53,368.17
61,209.89
61,209.89
61,209.89
61,209.89
61,209.89
61,209.89
61,209.89

99.7
99.7
99.7
99.7
99.7
98.5
98.5
98.2
98.2
98.2
98.7
100.0

２５．０�

大手町� 銀座� 名古屋�天王洲� ポートフォリオ平均�

（
年
）�

２０．０�

１５．０�

１０．０�

５．０�

０．０�

１３.７�

７.２�

１２.６�１２.５� １２.０�

１５．０％�

大手町� 銀座� 名古屋�天王洲� ポートフォリオ全体�

１０．０％�

５．０％�

０．０％�

３．０％�

６.９％�

３.２％�

４.９％�

３．２％�

『近』：利便性の高い立地
最寄駅に直結又は徒歩5分以内

『新』：築年数の浅い物件

『大』：大規模な物件
■1 物件当たり平均取得価額：176億円
■1物件当たり平均総賃貸可能面積：15,302fl
（注）表示桁数未満は切捨てております。

第
３
期

第
４
期

■築年数

（注）ポートフォリオ平均の数値は、総賃貸可能面積により
加重平均して算出しております。

（注）応用アール・エム・エス株式会社の地震リスク分析報
告によります。

■PML値

（注1）「テナント数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、1テナントとして算出しております。
（注2）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注3）大手町ファーストスクエアの地下3階（共有部分）の区画や使用状況を見直した結果、倉庫使用可能なスペースが確保で

きたことにより、総賃貸可能面積が増加しております。
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9. 資 産 運 用 会 社 の 概 要（平成17年9月30日現在）

◆名称、代表者の役職氏名、本店の所在の場所、設立、資本の額及び事業の内容
A 名　　　　　　称：グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社
B 代表者の役職氏名：代表取締役社長　山内　正教
C 本店の所在の場所：東京都千代田区麹町四丁目1番地
D 設　　　　　　立：平成14年7月1日
E 資　本　の　額：4億円
F 事 業 の 内 容：A．投資法人資産運用業

B．上記A．に付随する宅地建物取引業に係る取引一任代理等の業務
C．投資法人の設立企画人としての業務
D．投資助言業務
E．宅地建物取引業
F．不動産の管理業務
G．上記A．～F．に付帯又は関連する一切の業務

ø. 投 資 法 人 の 概 要

◆株主構成

（注1）「比率」は、発行済株式総数に対する当該株主の所有株式数の比率を表しております。
資産運用会社は、投資法人と資本関係はありません。

（注2）三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更して
おります。

◆組織図

●顧客の助言対象不動産等の入替計
画及び収支計画策定に係る助言�

●顧客が保有する助言対象不動産等
の管理及び運営に係る助言�

●顧客が保有する助言対象不動産等
の賃貸及び補改修に係る助言�

●顧客による不動産等の売買又は貸
借等の代理又は媒介�

●顧客が保有する不動産等の管理�

株 主 総 会 �
監 査 役 �

取 締 役 会 �

代 表 取 締 役 社 長 �
投信業務執行委員会�

執 行 役 員 � 執 行 役 員 � 執 行 役 員 � 執 行 役 員 � 執 行 役 員 �

不動産運用マネジメント�
業 務 執 行 委 員 会 �

リ ス ク 管 理 ・ �
コンプライアンス委員会�

●経済全般の動向の調査�
●不動産マーケットの調査�
●不動産に係る運営管理の
調査・研究�

●経営全般に係る企画及び
立案�

●株主総会及び取締役会の
運営�

●決算・経理・財務�
●人事・労務・総務�
●コンプライアンスに関す
る事項の遂行管理�

●投資法人の資金調達及び
金銭の分配に係る助言�

●投資法人の情報開示に関
する基本方針・計画の策
定に係る助言�

●投資法人の資産の計理の
統括�

●投資法人の資産の運用方
針・計画策定及び実行�

●資産取得に係るデュー・
ディリジェンス�

●プロパティ・マネジメン
ト会社の選任の検討並び
に指揮及び監督�

不動産運用マネジメント本部�

不動産運用第1部�
調査部�企画総務部�投信業務部�投信運用部�

不動産運用第2部�

住　　　所名　　　称 所有株式数
（株）

比率
（％）（注1）

日本ジーエムエーシー・コマーシャル・モーゲージ株式会社
近畿日本鉄道株式会社
明治安田生命保険相互会社
株式会社東京三菱銀行
三菱信託銀行株式会社（注2）
近鉄不動産株式会社
ダイヤモンドリース株式会社
明治安田システム・テクノロジー株式会社

小　　　　　計
株式会社三菱総合研究所、その他国内金融機関12社

合　　　　　計

東京都港区赤坂一丁目11番44号
大阪府大阪市天王寺区上本町六丁目1番55号
東京都千代田区丸の内二丁目1番1号
東京都千代田区丸の内二丁目7番1号
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
大阪府大阪市中央区難波二丁目2番3号
東京都千代田区丸の内三丁目3番1号
東京都豊島区高田三丁目35番1号

1,192
800
800
400
400
392
392
392
4,768
3,232
8,000

14.9
10.0
10.0
5.0
5.0
4.9
4.9
4.9
59.6
40.4
100.0



営業収益
（うち賃貸事業収益）
営業費用
（うち賃貸事業費用）
営業利益
経常利益
当期純利益
総資産額
純資産額
出資総額
発行済投資口数
1口当たり純資産額
分配金総額
1口当たり当期純利益

1口当たり分配金額
（うち1口当たり利益分配金）
（うち1口当たり利益超過分配金）
総資産経常利益率
（年換算）
自己資本利益率
（年換算）
自己資本比率
配当性向
【その他参考情報】
期末投資物件数
期末テナント数
期末総賃貸可能面積
期末稼働率
減価償却費
資本的支出額
賃貸NOI（Net Operating Income）
1口当たりFFO（Funds from Operation）
FFO（Funds from Operation）倍率
デット・サービス・カバレッジ・レシオ
金利償却前当期純利益
支払利息
有利子負債額
期末総資産有利子負債比率
当期運用日数
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資産運用の概況

第2期

自平成16年 4 月 1 日（至平成16年 9 月30日）
第1期

自平成15年 4 月16日（至平成16年 3 月31日）

（a）
（b）
（c）

（d）
（c）／（d）
（e）
（注3）

（e）／（d）

（注4）
（注4）
（注4）
（注4）
（c）／（b）

（e）／（a）（注5）

（注6）
（注6）
（注6）
（注6）

（注4）
（注4）
（注4）
（注4）

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
口
円
百万円
円

円
円
円
％
％
％
％
％
％

件
件
fl
％
百万円
百万円
百万円
円
倍
倍
百万円
百万円
百万円
％
日

2,243
（2,243）
1,066
（831）
1,176
879
877

72,931
24,700
23,823
48,400
510,338
877

33,422
（18,124）
18,124
（18,124）

（―）
1.4
（2.8）
3.6
（7.0）
33.8
99.9

4
59

60,185.69
98.6
506
70

1,918
28,587
13.9
9.4

1,550
164

41,500
56.9
188

2,534
（2,534）
1,340
（1,090）
1,194
908
907

72,121
24,731
23,823
48,400
510,974
907

18,759

18,759
（18,759）

（―）
1.2
（2.4）
3.6
（7.3）
34.2
99.9

4
62

60,161.81
99.7
527
10

1,971
29,656
14.0
7.5

1,655
219

40,500
56.1
183

第3期

自平成16年10月 1 日（至平成17年 3 月31日）
3,117
（2,280）
1,222
（929）
1,894
1,658
1,657
81,233
47,379
45,721
76,400
620,146
1,657
22,891

21,693
（21,693）

（―）
2.1
（4.3）
4.5
（9.2）
58.3
99.9

4
66

61,209.89
98.5
457
118
1,808
27,675
15.2
22.0
2,215
100

26,890
33.1
182

1. 投 資 法 人 の 運 用 状 況 等 の 推 移（注1）（注2）
第4期

自平成17年 4 月 1 日（至平成17年 9 月30日）
2,688
（2,688）
1,337
（1,059）
1,350
1,159
1,158
80,627
46,880
45,721
76,400
613,623
1,158
15,169

15,170
（15,170）

（―）
1.4
（2.8）
2.4
（4.9）
58.1
100.0

4
66

61,209.89
100.0
520
42

2,148
21,976
21.3
11.7
1,836
156

26,890
33.3
183

期

計算期間

（注1）記載した数値は、特に記載しない限りいずれも記載未満の桁数を切捨てして表示しております。
（注2）営業収益等には、消費税等は含まれておりません。
（注3）「1口当たり当期純利益」は、当期純利益を日数加重平均投資口数（第1期：26,246口、第2期：48,400口、第3期：

72,400口、第4期：76,400口）で除することにより算出しております。なお、第1期につきましては、関東財務局登録完
了後実際に運用を開始した日である平成15年9月26日を期首とみなして188日の日数加重平均投資口数により算出した1
口当たり当期純利益金額を参考数値として括弧書きで記載しております。

（注4）記載した指標は、以下の方法により算定しております。なお、第1期は平成15年9月26日に運用を開始したため、実質的
な運用日数188日で年換算した数値を括弧書きで記載しております。
ê総資産経常利益率 経常利益／平均総資産額（※）
ê自己資本利益率 当期純利益／平均純資産額（※）
ê賃貸NOI（Net Operating Income） 賃貸事業損益（賃貸事業収益－賃貸事業費用）＋減価償却費
ê1口当たりFFO（Funds from Operation）（当期純利益＋減価償却費＋その他不動産関連償却）／発行済投資口数
êFFO（Funds from Operation）倍率 第1期： 平成16年3月末投資口価格（775,000円）／年換算後1口当たりFFO

第2期： 平成16年9月末投資口価格（833,000円）／年換算後1口当たりFFO
第3期： 平成17年3月末投資口価格（847,000円）／年換算後1口当たりFFO
第4期： 平成17年9月末投資口価格（936,000円）／年換算後1口当たりFFO
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êデット・サービス・カバレッジ・レシオ 金利償却前当期純利益／支払利息
（※）平均総資産額＝（期首総資産額＋期末総資産額）／2

平均純資産額＝（期首純資産額＋期末純資産額）／2
なお、第1期の期首総資産額及び期首純資産額には、本投資法人の実質的な運用開始日（平成15年9月26日）での
総資産額及び純資産額を使用しております。

（注5）「配当性向」については、小数点第1位未満を切捨てにより表示しております。
（注6）「期末投資物件数」は、社会通念上オフィスビルとして一体と認められる単位で記載しております。また、「期末テナン

ト数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には1テナントとして算出しており、「期末稼働率」は、決算
日時点における総賃貸可能面積に占める総賃貸面積の割合を記載しております。総賃貸可能面積とは、対象不動産の賃
貸可能な面積合計のうち本投資法人の保有持分に相当する面積（投資対象面積。共用部等を賃貸している場合はその賃
貸面積を含みます。）をいいます。また、総賃貸面積とは、総賃貸可能面積のうち、実際に賃貸借契約が締結され、賃貸
されている面積合計のうち本投資法人の保有持分に相当する面積をいいます。
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2. 当 期 の 資 産 の 運 用 の 経 過

∏ 投資法人の主な推移
本投資法人は、投信法に基づき、グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社を設立

企画人として、平成15年4月16日に出資総額200百万円（400口）で設立され、平成15年5月28
日関東財務局への登録が完了しました（登録番号：関東財務局長第20号）。
平成15年9月25日に公募による投資口の追加発行（48,000口）を行い、23,623百万円の資金

を調達して、同日株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場に上場し（銘柄コー
ド：8958）、この度、第4期の決算を終了しました。

π 運用実績
A資産の取得・譲渡
本投資法人は、平成16年3月期（第1期）において、上場日の翌日（平成15年9月26日）にス

フィアタワー天王洲、近鉄大森ビル、近鉄新名古屋ビルの3物件（取得価額の総額39,753百万
円）を取得して運用を開始し、平成15年12月25日に大手町ファーストスクエア（区分所有権、
専有面積割合約9.14％、取得価額23,495百万円）を取得いたしました。
平成17年3月期（第3期）において、平成16年10月1日に近鉄大森ビルを譲渡し、平成17年3

月29日に銀座ファーストビル（区分所有権、専有面積割合約92.1％、取得価額12,282百万円）
を取得いたしました。
当期におきましては、平成17年8月31日にTK南青山ビル（取得価額35,000百万円）の取得を

決定し、同日、売買契約を締結いたしました。取得日は、次期（第5期）の平成17年10月21日
です。
B保有資産の運用管理
本投資法人の保有資産は、平成17年9月30日現在において、オフィスビル4物件、取得価額

の総額70,711百万円、総賃貸可能面積61,209.89flとなっております。保有資産のうち、近鉄
新名古屋ビルにつきましては、退去又は減床が3件ありましたが、館内増床又は新規入居を4
件獲得したことにより、当期末時点において稼動率は100.0％となりました。また、銀座ファ
ーストビルにつきましても、空室部分に新規テナントを誘致することに成功し、当期末時点
において稼動率は100.0％となりました。この結果、当期末時点のポートフォリオ全体の稼働
率は、100.0％（対前期末比1.5％上昇、小数点第2位を四捨五入）となりました。

∫ 資金の調達
前述の物件取得にあたっては、投資口の追加発行による資金調達に加えて、複数の金融機

関より借入れを行っております。
当期におきましては、新たな資金調達を実施しておらず、平成17年9月30日現在の出資総額

は45,721百万円、発行済投資口総数は76,400口、借入金残高は26,890百万円（全額長期借入金）
です。借入金の詳細は、20ページの「費用・負債の状況　2.借入状況」をご参照ください。
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資金調達手段の多様化を念頭に置き、公募投資法人債発行を行うために、平成17年8月31日
に証券取引法に従って発行登録書を提出し、2,000億円の公募投資法人債の国内発行登録枠を
設定しました。平成17年9月7日、格付会社のムーディーズ・インベスターズ・サービス・イ
ンク（以下「ムーディーズ」といいます。）より、以下のとおり当該国内発行登録枠2,000億
円に対する予備格付けを取得しました。

ムーディーズによる予備格付け：（P）A3
アウトルック（格付けの見通し）：安定的

ª 業績及び分配
上記運用の結果、当期の実績として営業収益2,688百万円、営業利益1,350百万円、経常利益

1,159百万円、当期純利益1,158百万円を計上いたしました。
分配金につきましては、租税特別措置法第67条の15の適用により、利益分配金の最大額が損

金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期
未処分利益の全額を分配することとし、投資口1口当たりの分配金は15,170円となりました。

3. 増 資 等 の 状 況

（注1）1口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。
（注2）不動産関連資産の取得資金に充当することを目的として、1口当たり発行価格510,000円（引受価額492,150円）にて投資

口を追加発行し、資産の運用を開始しました。
（注3）不動産関連資産を取得するために調達した借入金の返済等に充当することを目的として、1口当たり発行価格810,460円

（引受価額782,094円）にて投資口を追加発行しました。

（注）第1期の期初価格は上場日（平成15年9月25日）の終値です。

摘要年月日
発行済投資口数

（口）

増減

平成15年 4 月16日 私募設立 400 400 200 200 （注1）

平成15年 9 月25日 公募増資 48,000 48,400 23,623 23,823 （注2）

平成16年10月27日 公募増資 28,000 76,400 21,898 45,721 （注3）

残高

出資総額
（百万円）

増減 残高
備考

【投資証券の取引所価格の推移】
本投資法人の投資証券が上場する株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場におけ

る期別の最高・最低価格（終値）は以下のとおりです。

当期においては増資等は行っておらず、発行済投資口数及び出資総額の異動はありません。
なお、前期以前の増資等の概要は以下のとおりです。

第1期

平成16年3月

最　　高

最　　低

期初価格（注）

期末価格

804,000円

501,000円

501,000円

775,000円

第2期

平成16年9月

855,000円

682,000円

763,000円

833,000円

第3期

平成17年3月

903,000円

802,000円

823,000円

847,000円

第4期

平成17年9月

938,000円

832,000円

843,000円

936,000円

期

決算年月
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4. 分 配 金 等 の 実 績

当期の分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利
益分配金の最大額が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満とな
る端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、投資口1口当たりの分配金を
15,170円といたしました。

¿ . 資 産 運 用 報 告 書

第1期

自平成15年 4 月16日（至平成16年 3 月31日）
当期純利益総額

次期繰越利益

金銭の分配金総額

（1口当たり分配金）

うち利益分配金総額

（1口当たり利益分配金）

うち出資払戻総額

（1口当たり出資払戻額）

877,204,516円

2,916円

877,201,600円

（18,124円）

877,201,600円

（18,124円）

－円

（－円）

第2期

自平成16年 4 月 1 日（至平成16年 9 月30日）
第3期

自平成16年10月 1 日（至平成17年 3 月31日）
907,940,941円

8,257円

907,935,600円

（18,759円）

907,935,600円

（18,759円）

－円

（－円）

1,657,356,024円

19,081円

1,657,345,200円

（21,693円）

1,657,345,200円

（21,693円）

－円

（－円）

第4期

自平成17年 4 月 1 日（至平成17年 9 月30日）
1,158,970,103円

1,184円

1,158,988,000円

（15,170円）

1,158,988,000円

（15,170円）

－円

（－円）

期

計算期間

5. 今 後 の 運 用 方 針 及 び 対 処 す べ き 課 題

引き続き、本投資法人の規約で定めた方針に基づき、中長期的な観点から、本投資法人の資
産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。
本投資法人及び資産運用会社たるグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社では、不

動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主の最大利益」を最終目的とし、資
産運用を行います。

本投資法人の方針のうち特に重要となる「ポートフォリオの構築」については、以下の項目
に重点を置き、投資対象不動産を厳選したうえでこれを行います。
∏長期的資産価値の維持

オフィスビルのクオリティの優劣による二極化が今後も進展すると予想されることから、
本投資法人では、一定期間経過後も投資家の投資需要を誘引する魅力のある不動産関連資産
への投資を行うことが重要であると認識しております。
そのために、近（立地の優れた物件）・新（築年数の浅い物件）・大（大型の物件）の3要素

を重視したうえで、マーケットにおける優位性を持った中長期的競争力の高い優良不動産関
連資産を慎重に選定して投資を行います。

π安定賃料収入の確保
緩やかな景気回復局面に入り、賃貸オフィス市場にも明るさが見え始めていますが、引き

続き市場動向を注視していく必要があると考えております。このような状況下、本投資法人
では、キャッシュ・フロー（賃料収入）について中長期的安定度が高いと見込まれることに
加えて、取得時点において、当面2年程度のキャッシュ・フローの確実性の高い賃貸借契約が
締結されている不動産関連資産であれば、優先的に投資対象として検討します。



投資法人債の名称

投資法人債の総額
発行価額
利率
払込期日
担保
償還方法・償還期限
資金使途
取得格付け

グローバル・ワン不動産投資法人第1回無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定同順位特約付）
250億円
額面100円につき金100円
年1.08％
平成17年10月21日
無担保・無保証
平成22年10月21日に総額を償還。買入消却は、発行日の翌日以降いつでも可能。
特定資産（TK南青山ビル）の取得資金
A3（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク）
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6. 決 算 後 に 生 じ た 重 要 な 事 実

本投資法人において、当期決算日（平成17年9月30日）以降に生じた重要な事実は以下のとおりです。

∏投資法人債の発行
平成17年8月31日開催の役員会の包括決議に基づき、平成17年10月7日に以下のとおり投資

法人債の発行を決定し、平成17年10月21日に払込が完了いたしました。
A第1回無担保投資法人債

B第2回無担保投資法人債
投資法人債の名称

投資法人債の総額
発行価額
利率
払込期日
担保
償還方法・償還期限
資金使途
取得格付け

グローバル・ワン不動産投資法人第2回無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定同順位特約付）
100億円
額面100円につき金100円
年1.51％
平成17年10月21日
無担保・無保証
平成24年10月19日に総額を償還。買入消却は、発行日の翌日以降いつでも可能。
特定資産（TK南青山ビル）の取得資金
A3（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク）

π資産の取得
平成17年10月21日付で以下の資産を取得しました。

＜取得資産の概要＞
物件名称
所在地（住居表示）
土地面積
建物用途
延床面積
竣工
構造
総賃貸可能面積

TK南青山ビル
東京都港区南青山二丁目6番21号
3,039.08fl
事務所・共同住宅・駐車場・店舗
20,958.79fl
平成15年5月
鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下2階付17階建
14,012.64fl

＜取得の概要＞

（注1）「土地面積」及び「延床面積」は、不動産登記簿上の表示によるものです。
（注2）「取得価額」は、当該取得資産の取得に要した諸費用（売買手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記

載された売買価額）を記載しております。

取得価額
資産の種類
契約締結日
取得日

35,000百万円
不動産を信託する信託の受益権
平成17年8月31日
平成17年10月21日



016

1. 出 資 の 状 況

投資法人の概況

第1期

（平成16年3月31日現在）

発行する投資口の総数

発行済投資口の総数

投資主数

2,000,000口

48,400口

5,774人

第2期

（平成16年9月30日現在）

2,000,000口

48,400口

5,502人

第3期

（平成17年3月31日現在）

2,000,000口

76,400口

8,885人

第4期

（平成17年9月30日現在）

2,000,000口

76,400口

7,663人

期別

項目

2. 主 要 な 投 資 主
平成17年9月30日現在の主要な投資主は、以下のとおりです。

発行済投資口数に対する
所有投資口数の割合（％）

（注）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口
株式会社池田銀行
資産管理サービス信託銀行株式会社証券投資信託口
日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口
株式会社愛知銀行
日興シティ信託銀行株式会社投信口
ジブラルタ生命保険株式会社一般勘定その他口
株式会社中国銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社広島銀行

合　　　　　計

東京都中央区晴海一丁目8番11号
大阪府池田市城南二丁目1番11号
東京都中央区晴海一丁目8番12号晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟
東京都港区浜松町二丁目11番3号
愛知県名古屋市中区栄三丁目14番12号
東京都品川区東品川二丁目3番14号
東京都千代田区永田町二丁目13番10号
岡山県岡山市丸の内一丁目15番20号
東京都千代田区九段南一丁目3番1号
広島県広島市中区紙屋町一丁目3番8号

5,521
3,186
3,043
2,838
2,400
2,163
1,473
1,345
1,289
1,097
24,355

7.22
4.17
3.98
3.71
3.14
2.83
1.92
1.76
1.68
1.43
31.87

所有投資口数
（口）

氏名又は名称 住所

3. 執 行 役 員 及 び 監 督 役 員

主な兼職等区分 氏名

―

―

東西総合法律事務所　弁護士

総合会計事務所マネジメント・サポート　代表、公認会計士、税理士

株式会社不動産投資研究所　代表取締役、不動産鑑定士

執行役員

執行役員

監督役員

監督役員

監督役員

勝　本　杉　雄

北　島　洋一郎

立　石　則　文

西　村　　　裕

伊　藤　紀　幸

4. 委 託 業 者 、 資 産 保 管 会 社 及 び 一 般 事 務 受 託 会 社

氏名又は名称

投資信託委託業者（資産運用会社）

資産保管会社

一般事務受託会社

グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社

三菱信託銀行株式会社（注）

三菱信託銀行株式会社（注）

委託区分

（注）「発行済投資口数に対する所有投資口数の割合」は、小数点第2位未満を切捨てにより表示しております。

平成17年9月30日現在の執行役員及び監督役員は以下のとおりです。

平成17年9月30日現在の投資信託委託業者、資産保管会社及び一般事務受託会社は以下のとお
りです。

¿ . 資 産 運 用 報 告 書

（注）三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更
しております。
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1. 不 動 産 投 資 法 人 の 財 産 の 構 成

投資法人の運用資産の状況

第3期（平成17年3月31日現在）

対総資産比率（％）保有総額（百万円）

信託不動産

預金・その他資産

資産総額計

東京都心5区

その他東京都内23区

3大都市圏

オフィス

オフィス

オフィス

36,209

17,700

16,512

10,810

81,233

（70,422）

44.5

21.7

20.3

13.3

100.0

（86.6）

36,149

17,486

16,370

10,620

80,627

（70,006）

44.8

21.6

20.3

13.1

100.0

（86.8）

第4期（平成17年9月30日現在）

対総資産比率（％）保有総額（百万円）
資産の種類 地域等 用途

（注1）「保有総額」は、決算日時点の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっております。
（注2）「対総資産比率」については、小数点第1位未満を切捨てております。
（注3）上記信託不動産は、全て信託受益権として保有しております。
（注4）「東京都心5区」は、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区をいいます。
（注5）括弧内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載しております。

3. 不 動 産 等 組 入 資 産 明 細

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

スフィアタワー天王洲

合　　　　　計

近鉄新名古屋ビル

東京都千代田区大手町一丁目5番1号

東京都中央区銀座一丁目10番6号

東京都品川区東品川二丁目2番8号

愛知県名古屋市中村区名駅四丁目5番28号

所有権

所有権

所有権

所有権

8,171.37

7,841.72

26,632.74

61,209.89

23,800

12,500

20,600

77,200

23,434

12,714

17,486

70,006

18,564.06 20,300 16,370

不動産等の名称 所在地（住居表示） 所有形態 総賃貸可能面積
（fl）

期末算定価額
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

（注）「期末算定価額」は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則に基
づき、不動産鑑定士による調査価額（決算日を価格時点とする財団法人日本不動産研究所又は大和不動産鑑定株式会社作
成の「調査報告書」によります。）を記載しております。

平成17年9月30日現在、本投資法人が保有するオフィスビル（不動産を主な信託財産とする信
託受益権）は以下のとおりです。

（61.23flのみ
借地権）

2. 主 要 な 保 有 資 産

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

スフィアタワー天王洲

近鉄新名古屋ビル

合　　　　　計

23,434

12,714

17,486

16,370

70,006

8,171.37

7,841.72

26,632.74

18,564.06

61,209.89

8,169.86

7,841.72

26,632.74

18,564.06

61,208.38

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

26.9

13.6

28.6

30.7

100.0

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

不動産等の名称 帳簿価額
（百万円）

総賃貸可能面積
（fl）

総賃貸面積
（fl）

稼働率
（％）

対総不動産賃貸
事業収益比率（％） 主たる用途

（注1）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注2）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第1位未満を切捨てております。

平成17年9月30日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産の概要は以下のとおりです。
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¿ . 資 産 運 用 報 告 書

大手町ファーストスクエア

銀座ファーストビル

スフィアタワー天王洲

近鉄新名古屋ビル

合　　　　　計

不動産等の名称 テナント
総数

［期末時点］
（件）

稼働率

［期末時点］
（％）

不動産賃貸
事業収益
［期間中］
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

テナント
総数

［期末時点］
（件）

稼働率

［期末時点］
（％）

不動産賃貸
事業収益
［期間中］
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

（注1）「稼働率」は、小数点第2位を四捨五入しております。
（注2）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第1位未満を切捨てております。

本投資法人が投資するオフィスビル毎の賃貸事業は以下のとおりです。

第3期
（自平成16年10月1日 至平成17年3月31日）

25

6

1

34

66

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

723

366

770

827

2,688

26.9

13.6

28.6

30.7

100.0

25

5

1

35

66

100.0

90.3

100.0

99.1

98.5

723

5

770

781

2,280

31.7

0.2

33.7

34.2

100.0

第4期
（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）

4. そ の 他 資 産 の 状 況

不動産を主な信託財産とする信託受益権は、上記の3．不動産等組入資産明細に一括して記載
しております。平成17年9月30日現在、同欄以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定
資産の組入れはありません。
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保有不動産の資本的支出

1. 資 本 的 支 出 の 予 定

スフィアタワー天王洲
（東京都品川区）

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市）

共用通路安全改良工事

温水洗浄便座等設置工事

空調省エネ対応工事

蓄電池更新工事

無停電電源装置更新工事

平成17年10月

平成18年1月

平成17年10月

平成18年2月

平成18年2月

6,500

24,000

3,200

8,000

2,650

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

不動産等の名称
（所在）

目的 予定期間
工事予定金額（千円）

総額 当期支払額 既支払総額

既存投資物件に関し、平成17年9月30日現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予
定額のうち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上の費用に区
分経理される部分が含まれています。

近鉄新名古屋ビル
（愛知県名古屋市）

3. 長 期 修 繕 計 画 の た め に 積 立 て た 金 銭

2. 期 中 の 資 本 的 支 出

競争力維持向上のための共用部
リニューアル工事

自　平成17年 4 月20日
至　平成17年 8 月20日

35,173

蓄電池更新工事
自　平成17年 8 月 1 日
至　平成17年 9 月30日

1,250

遠隔監視カメラ更新工事
自　平成17年 9 月23日
至　平成17年 9 月25日

3,000

不動産等の名称
（所在）

目的 実施期間 支出金額
（千円）

投資した不動産等において、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事の概要は以下の
とおりです。当期の資本的支出は42,772千円であり、当期費用に区分された修繕費27,697千円と
合わせ、合計70,469千円の工事を実施しております。

前期末積立金残高

当期積立額

当期積立金取崩額

次期繰越額

―

55,846

―

55,846

55,846

85,345

5,931

135,260

期別

項目

本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの
中から、中長期的な将来の大規模修繕等の資金支払に充当することを目的とした修繕積立金を、
以下のとおり積み立てております。

第1期（千円）
自平成15年 4 月16日（至平成16年 3 月31日）

第2期（千円）
自平成16年 4 月 1 日（至平成16年 9 月30日）

135,260

82,050

―

217,310

第3期（千円）
自平成16年10月 1 日（至平成17年 3 月31日）

217,310

88,266

―

305,576

第4期（千円）
自平成17年 4 月 1 日（至平成17年 9 月30日）

（注）第2期の積立金の取崩しは、平成16年10月1日付の近鉄大森ビルの譲渡前に、近鉄大森ビル分として積み立てていた積立金
を取り崩したものです。
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第3期
（自平成16年10月1日 至平成17年3月31日）

第4期
（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）

_資産運用報酬
`資産保管報酬
a一般事務委託報酬
b役員報酬
c会計監査人報酬
dその他の営業費用

合　　　　　計

195,463
17,850
41,019
8,448
4,800
25,385
292,967

182,900
19,800
42,759
10,638
5,200
16,592
277,891

1. 運 用 等 に 係 る 費 用 明 細

費用・負債の状況

（注）「資産運用報酬」には、上記記載金額の他、個々の投資不動産の取得原価に算入した物件取得に係る運用報酬分が第3期
は61百万円あります。

2. 借 入 状 況

区分
借入先

借入日 前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）（注1）

返済期限 返済方法 使途 摘要

0.65
変動金利

H20.9.30 期限一括 （注3）
担保付
無保証

1.39271
固定金利

H20.9.30 期限一括 （注3）
担保付
無保証

1.34844
固定金利

H22.3.31 期限一括 （注3）
無担保
（注4）
無保証

（注1）「平均利率」は、期中の加重平均を記載しており、小数点第6位を四捨五入しています。
（注2）三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月1日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商号変更

しております。
（注3）資金使途は、いずれも不動産信託受益権の購入資金です。
（注4）一定の事由に該当した場合、本投資法人が保有する不動産信託受益権等に担保設定することがあります。

平成17年9月30日における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

3. 投 資 法 人 債
該当事項はありません。

期別
項目

長
期
借
入
金

長
期
借
入
金

長
期
借
入
金

（単位：千円）

株式会社東京三菱銀行
三菱信託銀行株式会社（注2）
株式会社静岡銀行
株式会社常陽銀行
株式会社八十二銀行
株式会社足利銀行
株式会社伊予銀行
株式会社千葉銀行
株式会社南都銀行
株式会社百十四銀行
中央三井信託銀行株式会社

株式会社東京三菱銀行
三菱信託銀行株式会社（注2）
明治安田生命保険相互会社
農林中央金庫
日本興亜損害保険株式会社

株式会社東京三菱銀行
三菱信託銀行株式会社（注2）
農林中央金庫
日本興亜損害保険株式会社
株式会社常陽銀行
株式会社伊予銀行
株式会社南都銀行

H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26

H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26
H15.9.26

H17.3.29
H17.3.29
H17.3.29
H17.3.29
H17.3.29
H17.3.29
H17.3.29

1,283
1,283
855
855
855
427
427
427
427
427
427
7,693
2,138
2,138
1,283
1,283
855
7,697
3,000
3,000
2,000
1,000
1,000
1,000
500

11,500
26,890

1,283
1,283
855
855
855
427
427
427
427
427
427
7,693
2,138
2,138
1,283
1,283
855
7,697
3,000
3,000
2,000
1,000
1,000
1,000
500

11,500
26,890

小　　　　　計

小　　　　　計

小　　　　　計
合　　　　　計
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1. 不 動 産 等 及 び 資 産 対 応 証 券 等 の 売 買 状 況 等

期中の売買状況

2. そ の 他 の 資 産 の 売 買 状 況 等
上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内

の銀行預金であります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

3. 特 定 資 産 の 価 格 等 の 調 査

4. 利 害 関 係 人 と の 取 引 状 況
∏ 取引状況

該当事項はありません。
π 支払手数料

該当事項はありません。

5. 資産の運用を行う委託業者が営む兼業業務に係る当該委託業者との間の取引の状況等
資産運用会社（グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社）は、平成17年9月30日現在、

投信法第34条の10第3項第2号に基づく宅地建物取引業（宅地又は建物の売買又は貸借の代理又は
媒介をする行為のみを業として行うものに限り、投資信託委託業及び投資法人資産運用業に直接
関連するものを除きます。）の業務を兼業しておりますが、該当する取引はありません。また、
証券業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

経理の状況

1. 資 産 、 負 債 、 元 本 及 び 損 益 の 状 況 等
¡. 貸借対照表及び､¬. 損益計算書をご参照ください。

2. 減 価 償 却 額 の 算 定 方 法 の 変 更
該当事項はありません。

3. 不 動 産 等 の 評 価 方 法 の 変 更
該当事項はありません。

当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等のうち主な概要
は以下のとおりです。

概要

平成17年4月26日 一般事務委託（投資口事務代
行）契約に関する覚書締結

投資主の個人情報の機密保持、個人データの安全管理措置及
び事務取扱等に関する事項について取り決めました。

平成17年7月28日 一般事務委託（投資口事務代
行）契約に関する覚書締結

個人投資主の個人情報保護法に基づく開示等の請求に対応す
る事務及び手数料について取り決めました。

役員会承認日 項目

その他

1. 金 額 及 び 比 率 の 端 数 処 理
本書では、特に記載のない限り、記載未満の端数について、金額は切捨て、比率は四捨五入

により記載しております。貸借対照表の構成比及び損益計算書の百分比は、小数点第1位未満を
切捨てにより表示しております。

2. お 知 ら せ



27,135,759

△1,294,241

135,465

△8,447

235,296

△36,991

19,393

△3,195

3,112,272

7,424,209

11,375

19,518

3,938

525

194

94

10,572,129

25,841,518

127,017

198,305

16,197

44,113,043

70,296,082

118,358

3,055

8,441

129,855

186,216

989

10,000

197,206

70,623,144

38,271

38,271

13.0

86.5

0.1

0.2

86.9

0.0

27,198,673

△1,791,704

137,086

△12,738

235,823

△52,909

26,355

△4,373

2,836,078

7,499,314

24,124

41,464

－

301

373

10,052

10,411,710

25,406,969

124,348

182,913

21,981

44,143,571

69,879,784

118,358

2,726

8,143

129,228

163,735

885

10,000

174,620

70,183,634

31,893

31,893

12.9

86.6

0.1

0.2

87.0

0.0

022

¡ . 貸 借 対 照 表

貸借対照表

資産の部

ø流動資産

現金及び預金

信託現金及び信託預金※1

営業未収入金

前払費用

未収消費税等

繰延税金資産

立替金

仮払金

流動資産合計

¿固定資産

1.有形固定資産

信託建物※1

減価償却累計額

信託構築物※1

減価償却累計額

信託機械及び装置※1

減価償却累計額

信託工具器具及び備品※1

減価償却累計額

信託土地※1

有形固定資産合計

2.無形固定資産

信託借地権※1

その他の無形固定資産

信託その他の無形固定資産※1

無形固定資産合計

3.投資その他の資産

長期前払費用

長期前払消費税等

差入預託保証金

投資その他の資産合計

固定資産合計

¡繰延資産

創業費

繰延資産合計

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

当期
（平成17年9月30日現在）

前期（ご参考）
（平成17年3月31日現在）

期別

科目

資　産　合　計 81,233,54580,627,237 100.0100.0
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負債の部

ø流動負債

営業未払金

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

前受金

預り金

未払分配金

仮受金

流動負債合計

¿固定負債

長期借入金※1

信託預り敷金保証金

固定負債合計

負　債　合　計

出資の部※4

ø出資総額

出資総額※2

¿剰余金

当期未処分利益

剰余金合計

68,924

10,000

95,095

754

45,943

449,910

39,119

9,013

31

718,790

26,890,000

6,137,625

33,027,625

33,746,416

45,721,832

1,158,989

1,158,989

0.8

40.9

41.8

56.7

1.4

125,522

70,510

116,796

1,297

―

440,881

12,297

5,403

81,755

854,463

26,890,000

6,109,886

32,999,886

33,854,349

45,721,832

1,657,364

1,657,364

1.0

40.6

41.6

56.2

2.0

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

当期
（平成17年9月30日現在）

前期（ご参考）
（平成17年3月31日現在）

期別

科目

負債・出資合計 80,627,237 100.0 81,233,545 100.0

出　資　合　計 46,880,821 58.1 47,379,196 58.3
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損益計算書

経常損益の部

ø営業損益の部

1.営業収益

賃貸事業収入※1

その他の賃貸事業収入※1

不動産等売却益※2

2.営業費用

賃貸事業費用※1

資産運用報酬

役員報酬

資産保管委託報酬

一般事務委託報酬

会計監査人報酬

その他の営業費用

営業利益

¿営業外損益の部

1.営業外収益

受取利息

その他の営業外収益

2.営業外費用

支払利息

新投資口発行費

創業費償却

融資手数料

借入金期限前返済費用

その他の営業外費用

経常利益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益

2,280,415

331

836,319

929,694

195,463

8,448

17,850

41,019

4,800

25,385

24

－

100,367

40,048

6,378

4,888

60,074

24,310

3,117,066

1,222,661

1,894,404

24

236,068

1,658,360

1,658,360

1,307

△ 303

1,657,356

8

1,657,364

100.0

39.2

60.7

0.0

7.5

53.2

53.2

0.0

53.1

2,687,919

366

－

1,059,650

182,900

10,638

19,800

42,759

5,200

16,592

15

24

156,563

－

6,378

5,299

－

22,586

2,688,285

1,337,541

1,350,743

40

190,827

1,159,956

1,159,956

762

223

1,158,970

19

1,158,989

100.0

49.7

50.2

0.0

7.0

43.1

43.1

0.0

43.1

金額
（千円）

百分比
（％）

金額
（千円）

百分比
（％）

当期
自　平成17年 4 月 1 日（至　平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
自　平成16年10月 1 日（至　平成17年 3 月31日）

期別

科目

¬ . 損 益 計 算 書
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1. 固定資産の減価
償却の方法

∏有形固定資産
定額法を採用しております。なお、主た

る有形固定資産の耐用年数は以下のとおり
であります。
信託建物　　　　　　　2年～63年
信託構築物　　　　　　2年～55年
信託機械及び装置　　　3年～15年
信託工具器具及び備品　2年～10年

π無形固定資産
定額法を採用しております。

∫長期前払費用
定額法を採用しております。

∏有形固定資産
同左

π無形固定資産
同左

∫長期前払費用
同左

2. 繰延資産の処理
方法

創業費
5年間で均等額を償却しております。

創業費
同左

3. 収益及び費用の
計上基準

固定資産税等の処理方法
保有する信託不動産にかかる固定資産

税、都市計画税及び償却資産税等について
は、賦課決定された税額のうち当期に対応
する額を賃貸事業費用として費用処理する
方法を採用しております。
なお、不動産又は不動産を信託財産とす

る信託受益権の取得に伴い、精算金として
譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相
当額については、費用に計上せず当該不動
産等の取得原価に算入しております。
不動産等の取得原価に算入した固定資産

税等相当額は、59,073千円であります。

固定資産税等の処理方法
同左

不動産等の取得原価に算入した固定資産
税等相当額はありません。

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

期別
項目

【重要な会計方針】

4. その他財務諸表
作成のための基
本となる重要な
項目

∏不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方針
保有する不動産等を信託財産とする信託

受益権につきましては、信託財産内の全て
の資産及び負債勘定並びに信託財産に生じ
た全ての収益及び費用勘定について、貸借
対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計
上しております。
なお、該当勘定科目に計上した信託財産

のうち重要性がある下記の科目について
は、貸借対照表において区分掲記しており
ます。
A信託現金及び信託預金
B信託建物、信託構築物、信託機械及び装
置、信託工具器具及び備品、信託土地

C信託借地権、信託その他の無形固定資産
D信託預り敷金保証金

∏不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方針
同左
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4. その他財務諸表
作成のための基
本となる重要な
項目

π新投資口発行費
――――

∫消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

π新投資口発行費
支出時に全額費用として処理しておりま

す。
なお、平成16年10月27日払込の一般募

集による新投資口の発行は、引受証券会社
が発行価額で引受を行い、これを発行価額
と異なる発行価格で一般投資家に販売する
買取引受契約（「スプレッド方式」という。）
によっております。
「スプレッド方式」では、発行価格と発

行価額との差額は、引受証券会社の手取金
であり、引受証券会社に対する事実上の引
受手数料となることから、本投資法人から
引受証券会社への引受手数料の支払はあり
ません。平成16年10月27日払込の一般募
集による新投資口の発行に際し、発行価格
と発行価額との差額の総額は794,248千円
であり、引受証券会社が発行価額で引受を
行い、同一の募集価額で一般投資家に販売
する買取引受契約（「従来方式」という。）
による新投資口発行であれば、新投資口発
行費として処理されていたものです。
このため、「スプレッド方式」では、「従

来方式」に比べ、新投資口発行費は
794,248千円少なく計上され、また経常利
益及び税引前当期純利益は同額多く計上さ
れております。

∫消費税等の処理方法
同左

期別
項目

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

1. 固定資産の減損に
係る会計基準

当会計期間より、固定資産の減損に係る会
計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
成14年8月9日）及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第6号　平成15年10月31日））を適用し
ております。これによる損益に与える影響は
ありません。

該当事項はありません。

期別
項目

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

【会計方針の変更】
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※1. 担保に供してい
る資産及び担保
を付している債
務

（単位：千円）
担保に供している資産は次のとおりです。
信託現金及び信託預金 4,993,705
信託建物 17,976,095
信託構築物 70,437
信託機械及び装置 123,718
信託工具器具及び備品 19,402
信託土地 15,541,659
信託借地権 118,358
信託その他の無形固定資産 6,896

合計 38,850,274

担保を付している債務は次のとおりです。

長期借入金 15,390,000
合計 15,390,000

（単位：千円）
担保に供している資産は次のとおりです。
信託現金及び信託預金 5,044,953
信託建物 18,325,680
信託構築物 71,628
信託機械及び装置 136,044
信託工具器具及び備品 13,237
信託土地 15,541,659
信託借地権 118,358
信託その他の無形固定資産 7,151

合計 39,258,714

担保を付している債務は次のとおりです。

長期借入金 15,390,000
合計 15,390,000

※2. 発行する投資口
の総数及び発行
済投資口数

発行する投資口の総数 2,000,000口
発行済投資口数 76,400口

発行する投資口の総数 2,000,000口
発行済投資口数 76,400口

当期
（平成17年9月30日現在）

前期（ご参考）
（平成17年3月31日現在）

期別
項目

3. 投資口1口当た
りの純資産額

613,623円 620,146円

※4. 投資信託及び投
資法人に関する
法律第67条第6
項に定める最低
純資産額

50,000千円 50,000千円

【注記事項】
（貸借対照表関係）

※1. 不動産賃貸事業
損益の内訳

（単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（賃料） 2,254,756
（共益費） 288,733
（水道光熱費収入） 109,331
（駐車場収入） 32,461
（付帯収入） 2,636

計 2,687,919
その他の賃貸事業収入
（その他の雑収入） 366

計 366
不動産賃貸事業収益合計 2,688,285

（単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（賃料） 1,951,781
（共益費） 246,280
（水道光熱費収入） 59,154
（駐車場収入） 21,137
（付帯収入） 2,061

計 2,280,415
その他の賃貸事業収入
（その他の雑収入） 331

計 331
不動産賃貸事業収益合計 2,280,746

期別
項目

（損益計算書関係）
当期

（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）
前期（ご参考）

（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）
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※1. 不動産賃貸事業
損益の内訳

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（外部委託費） 169,274
（水道光熱費） 112,808
（公租公課） 212,990
（保険料） 9,164
（修繕費） 27,697
（減価償却費） 520,033
（その他の賃貸事業費用） 7,681
不動産賃貸事業費用合計 1,059,650

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 1,628,635

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（外部委託費） 140,833
（水道光熱費） 69,367
（公租公課） 212,861
（保険料） 8,180
（修繕費） 32,542
（減価償却費） 457,017
（その他の賃貸事業費用） 8,891
不動産賃貸事業費用合計 929,694

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 1,351,052

※2. 不動産等売買損
益の内訳

（単位：千円）
近鉄大森ビル
不動産等売却収入 5,600,000
不動産等売却原価 4,721,172
その他売却費用 42,508
不動産等売却益 836,319

該当事項はありません。

期別
項目

（損益計算書関係）

1. 繰延税金資産及び
繰延税金負債の発
生の主な原因別内
訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業所税損金不算入額 294
未払事業税損金不算入額 7
繰延税金資産合計 301
（繰延税金資産の純額） 301

（単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業所税損金不算入額 490
未払事業税損金不算入額 35
繰延税金資産合計 525
（繰延税金資産の純額） 525

2. 法定実効税率と税
効果会計適用後の
負担率との間に重
要な差異があると
きの、当該差異と
なった主要な項目
別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 39.39
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.36
その他 0.06
税効果会計適用後法人税等の負担率 0.09

（単位：％）
法定実効税率 39.39
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.37
その他 0.04
税効果会計適用後法人税等の負担率 0.06

期別
項目

（税効果会計関係）

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）
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該当事項はありません。

（重要な後発事象）
当期

（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）
前期（ご参考）

（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

1．投資法人債の発行
平成17年8月31日開催の役員会の包括決議に基づき、平

成17年10月7日に以下のとおり投資法人債の発行を決定
し、平成17年10月21日に払込が完了いたしました。

∏第1回無担保投資法人債
投資法人債の名称：グローバル・ワン不動産投資法人第1回

無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定同順位特約付）

投資法人債の総額：250億円
発　行　価　額：額面100円につき金100円
利　　　　　　率：年1.08％
払　込　期　日：平成17年10月21日
担　　　　　　保：無担保・無保証
償還方法・償還期限：平成22年10月21日に総額を償還。買入

消却は、発行日の翌日以降いつでも可能。
資　金　使　途：特定資産（TK南青山ビル）の取得資金
取 得 格 付 け：A3（ムーディーズ・インベスターズ・

サービス・インク）
π第2回無担保投資法人債
投資法人債の名称：グローバル・ワン不動産投資法人第2回

無担保投資法人債
（特定投資法人債間限定同順位特約付）

投資法人債の総額：100億円
発　行　価　額：額面100円につき金100円
利　　　　　　率：年1.51％
払　込　期　日：平成17年10月21日
担　　　　　　保：無担保・無保証
償還方法・償還期限：平成24年10月19日に総額を償還。買入

消却は、発行日の翌日以降いつでも可能。
資　金　使　途：特定資産（TK南青山ビル）の取得資金
取 得 格 付 け：A3（ムーディーズ・インベスターズ・

サービス・インク）

2．資産の取得
平成17年10月21日付で以下の資産を取得しました。

＜取得資産の概要＞
物　件　名　称：TK南青山ビル
所在地（住居表示）：東京都港区南青山二丁目6番21号
土　地　面　積：3,039.08fl
建　物　用　途：事務所・共同住宅・駐車場・店舗
延　床　面　積：20,958.79fl
竣　　　　　　工：平成15年5月
構　　　　　　造：鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根

地下2階付17階建
総賃貸可能面積：14,012.64fl
＜取得の概要＞
取　得　価　額：35,000百万円
資 産 の 種 類：不動産を信託する信託の受益権
契 約 締 結 日：平成17年8月31日
取　　得　　日：平成17年10月21日

（注1）土地面積及び延床面積は、不動産登記簿上の表示によるもの
です。

（注2）取得価額は、当該取得資産の取得に要した諸費用（売買手数
料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載され
た売買価額）を記載しております。
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√ . 金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書

ø当期未処分利益
¿分配金の額
（投資口1口当たりの分配金の額）

¡次期繰越利益

分配金の額の算出方法

1,158,989,184円
1,158,988,000円

（15,170円）
1,184円

期別
項目

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

1,657,364,281円
1,657,345,200円

（21,693円）
19,081円

本規約第27条第1項の定める分配方
針に基づき、分配金の額は利益の金額
を限度とし、かつ租税特別措置法第
67条の15に規定されている「配当可
能所得の金額」の90％に相当する金
額を超えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益を超え
ない額で発行済投資口数76,400口の整
数倍の最大値となる1,158,988,000円
を利益分配金として分配することとい
たしました。なお、本規約第27条第1
項第3号に定める利益を超えた金銭の
分配は行いません。

本規約第27条第1項の定める分配方
針に基づき、分配金の額は利益の金額
を限度とし、かつ租税特別措置法第
67条の15に規定されている「配当可
能所得の金額」の90％に相当する金
額を超えるものとしております。かか
る方針により、当期未処分利益を超え
ない額で発行済投資口数76,400口の整
数倍の最大値となる1,657,345,200円
を利益分配金として分配することとい
たしました。なお、本規約第27条第1
項第3号に定める利益を超えた金銭の
分配は行いません。

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）
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ƒ . 会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書

会計監査人の監査報告書



≈ . キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

ø営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益
減価償却費
創業費償却
受取利息
支払利息
営業未収入金の増加・減少額
未収消費税等の増加・減少額
営業未払金の増加・減少額
未払金の増加・減少額
未払費用の増加・減少額
未払消費税等の増加・減少額
前受金の増加・減少額
預り金の増加・減少額
前払費用の増加・減少額
長期前払費用の増加・減少額
長期前払消費税等の増加・減少額
信託有形固定資産の売却による減少額
その他
小　計
利息の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

¿投資活動によるキャッシュ・フロー
信託有形固定資産の取得による支出
信託無形固定資産の取得による支出
信託預り敷金保証金の収入
信託預り敷金保証金の支出
信託預り敷金保証金対応信託預金の払戻による収入
信託預り敷金保証金対応信託預金の預入による支出
投資活動によるキャッシュ・フロー

¡財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の返済による支出
長期借入金の借入による収入
長期借入金の返済による支出
投資口の発行による収入
分配金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー

¬現金及び現金同等物の増加・減少額
√現金及び現金同等物の期首残高
ƒ現金及び現金同等物の期末残高

1,658,360
457,017
6,378
△24

100,367
8,018
△3,938
△3,969
5,543
37,837
△95,448
22,678
11,855
41,652
△65,823
△989

4,721,172
81,778

6,982,467
24

△100,367
△733

6,881,390

△12,703,801
△1,284
391,732
△510,584
510,584
△391,732

△12,705,085

△22,500,000
11,500,000
△2,610,000
21,898,632
△907,303
7,381,328
1,557,633
2,868,961
4,426,595

1,159,956
520,033
6,378
△15

156,563
△12,749
3,938
17,323
2,099

△21,701
45,943
9,029
26,821
△21,945
22,481
104
－

△91,769
1,822,493

15
△156,563
△1,306
1,664,639

△239,725
△6

135,452
△107,713
107,713
△135,452
△239,731

－
－
－
－

△1,653,735
△1,653,735
△228,827
4,426,595
4,197,767

期別

科目

キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

金額（千円） 金額（千円）

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」に基づ
き作成しておりますが、参考情報として添付しております。このキャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に
関する法律」第129条第4項の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けておりません。
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当期
自　平成17年 4 月 1 日（至　平成17年 9 月30日）

前期
自　平成16年10月 1 日（至　平成17年 3 月31日）
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キャッシュ・フロ
ー計算書における
資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現
金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並
びに容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない取得日
から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっております。

同左

期別
項目

【重要な会計方針】（参考情報）

※現金及び現金同等
物の期末残高と貸
借対照表に掲記さ
れている科目の金
額との関係

（平成17年3月31日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 3,112,272
信託現金及び信託預金 7,424,209
信託預り敷金保証金対応信託預金（注） △6,109,886
現金及び現金同等物 4,426,595

（平成17年9月30日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 2,836,078
信託現金及び信託預金 7,499,314
信託預り敷金保証金対応信託預金（注） △6,137,625
現金及び現金同等物 4,197,767

期別
項目

【キャッシュ・フロー計算書に関する注記】（参考情報）

（注）テナントから預っている敷金保証金であり、テナント退去時にテナントに返還するため信託預金に積み立てております。

∆ . 投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

◆グローバル・ワン不動産投資法人の投資証券（銘柄コード：8958）について
グローバル・ワン不動産投資法人は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づく、不動産等に対

する投資として運用することを目的として設立された法人であり、当該法人が出資を募るために発行さ
れるのが投資証券です。
この仕組みは会社型不動産投資信託といわれており、法律上、「投資法人」は「株式会社」に、「投資

証券」は「株券」に、「投資主」は「株主」に準じたものとされています。
グローバル・ワン不動産投資法人の投資証券は、株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場

に上場しており、その売買の仕組み、投資主としての分配金受領等の権利は概ね上場株式と同じ取り扱
いとなります。
◆住所等の変更手続について
住所、氏名、届出印などの変更は、保管振替制度を利用され、お手元に投資証券がない方はお取引証

券会社にお申し出ください。お手元に投資証券をお持ちの方は、三菱UFJ信託銀行証券代行部へご連絡
ください。
（電話照会先） テレホンセンター番号　0120－707－696（受付時間：土・日・祝祭日を除く9：00～17：00）

テレホン自動音声応答サービス　0120－86－4490（24時間受付：お手続き用紙ご請求専用）
（インターネットホームページURL） http://www.tr.mufg.jp/daikou/
◆分配金について
「分配金」は、「郵便振替支払通知書」をお近くの郵便局にお持ちいただくことでお受け取りいただけ

ます。受取期間を過ぎた場合は、「郵便振替支払通知書」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行証
券代行部へご郵送いただくか、同銀行の本支店窓口にてお受け取りください。
（送付先）〒171－8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などの手続をご希望の方は

三菱UFJ信託銀行証券代行部へご連絡ください。
◆ホームページについて
ホームページアドレス　http://www.go-reit.co.jp/
グローバル・ワン不動産投資法人のホームページでは、投資方針など基本的な仕組みの他に
・最新のプレスリリース資料、決算情報等の各種法定ディスクロージャー資料、分配金に関する情報
・投資物件のポートフォリオ内容、物件概要（写真、地図など）、月次稼働状況
・財務の状況、株価
などのコンテンツをご提供させていただいており、今後もさらに充実を図っていきます。

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）

当期
（自平成17年 4 月 1 日　至平成17年 9 月30日）

前期（ご参考）
（自平成16年10月 1 日　至平成17年 3 月31日）



決算期日 毎年3月末日、9月末日
投資主総会 2年に1回以上開催
同議決権行使投資主確定日 あらかじめ公告し定めた日
分配金支払確定基準日 毎年3月末日、9月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月

以内にお支払いたします。）
上場証券取引所 株式会社東京証券取引所（銘柄コード：8958）
公告掲載新聞 日本経済新聞
名義書換事務受託者 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
同連絡先 〒171－8508
（郵便物送付・電話照会） 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120－707－696（フリーダイヤル）

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

投資主メモ


